
５ 女性の社会参画
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女性の就業の状況女性の就業の状況女性の就業の状況女性の就業の状況〔〔〔〔女性の就業率女性の就業率女性の就業率女性の就業率〕〕〕〕

出典：平成27年国勢調査就業状態等基本集計結果（統計課）ほか〔〔〔〔年齢階層別女性の就業率の推移（奈良県）年齢階層別女性の就業率の推移（奈良県）年齢階層別女性の就業率の推移（奈良県）年齢階層別女性の就業率の推移（奈良県）〕〕〕〕

出典：国勢調査（総務省）

出典：国勢調査（総務省）

〔〔〔〔管理的職業従事者の割合の推移管理的職業従事者の割合の推移管理的職業従事者の割合の推移管理的職業従事者の割合の推移〕〕〕〕男女間格差の状況男女間格差の状況男女間格差の状況男女間格差の状況
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〔〔〔〔ＤＶ被害の相談件数の推移ＤＶ被害の相談件数の推移ＤＶ被害の相談件数の推移ＤＶ被害の相談件数の推移〕〕〕〕

奈良県こども家庭課調べ

女性への暴力の状況女性への暴力の状況女性への暴力の状況女性への暴力の状況

出典：犯罪統計資料（警察庁）

〔〔〔〔決まって支給される現金給与・男女間格差（奈良県）決まって支給される現金給与・男女間格差（奈良県）決まって支給される現金給与・男女間格差（奈良県）決まって支給される現金給与・男女間格差（奈良県）〕〕〕〕

出典：賃金構造基本統計調査（厚生労働省）

〔〔〔〔刑法犯及び性犯罪の認知件数の推移（奈良県）刑法犯及び性犯罪の認知件数の推移（奈良県）刑法犯及び性犯罪の認知件数の推移（奈良県）刑法犯及び性犯罪の認知件数の推移（奈良県）〕〕〕〕
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〔〔〔〔刑法犯及び性犯罪の認知件数の推移刑法犯及び性犯罪の認知件数の推移刑法犯及び性犯罪の認知件数の推移刑法犯及び性犯罪の認知件数の推移（全国）（全国）（全国）（全国）〕〕〕〕

出典：犯罪統計資料（警察庁）〔〔〔〔性的被害を受けたときの相談先性的被害を受けたときの相談先性的被害を受けたときの相談先性的被害を受けたときの相談先〕〕〕〕

出典：平成29年男女間における暴力に関する調査（内閣府）〔〔〔〔性的被害を受けた性的被害を受けた性的被害を受けた性的被害を受けたとき相談しなかった理由とき相談しなかった理由とき相談しなかった理由とき相談しなかった理由〕〕〕〕

出典：平成29年男女間における暴力に関する調査（内閣府）



〔〔〔〔育児育児育児育児の分担の分担の分担の分担状況状況状況状況〕〕〕〕

出典：平成30年奈良県結婚・子育て実態調査17171717

［妻］

［夫］

〔〔〔〔「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」と」と」と」という考え方に対する意識いう考え方に対する意識いう考え方に対する意識いう考え方に対する意識〕〕〕〕

出典：平成２８年度 男女共同参画社会に関する世論調査（内閣府）

固定的な性別役割分担意識の状況固定的な性別役割分担意識の状況固定的な性別役割分担意識の状況固定的な性別役割分担意識の状況
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出典：平成30年奈良県結婚・子育て実態調査

〔〔〔〔妻妻妻妻の子育てがしんどいと感じたの子育てがしんどいと感じたの子育てがしんどいと感じたの子育てがしんどいと感じた要因要因要因要因〕〕〕〕

〔〔〔〔ワーク・ライフ・バランスの希望と現実ワーク・ライフ・バランスの希望と現実ワーク・ライフ・バランスの希望と現実ワーク・ライフ・バランスの希望と現実〕〕〕〕

出典：平成26年女性の社会参加に関する意識調査（女性活躍推進課）

〔〔〔〔男性の長時間労働の状況男性の長時間労働の状況男性の長時間労働の状況男性の長時間労働の状況〕〕〕〕都道府県 帰宅時間 順位全国 19:31 －兵庫県 19:56 1位神奈川県 19:55 2位埼玉県 19:51 3位茨城県 19:46 4位千葉県 19:46 4位大阪府 19:46 4位奈良県 19:46 4位島根県 18:34 46位鹿児島県 18:32 47位

都道府県 週60時間以上勤務割合 順位全国 13.3% －北海道 15.3% 1位福岡県 14.6% 2位埼玉県 14.3% 3位奈良県 13.6% 14位熊本県 13.6% 14位神奈川県 13.6% 14位長崎県 13.6% 14位秋田県 9.9% 46位沖縄県 9.0% 47位

〔〔〔〔帰宅時間帰宅時間帰宅時間帰宅時間〕〕〕〕 〔〔〔〔週週週週60606060時間以上勤務割合時間以上勤務割合時間以上勤務割合時間以上勤務割合〕〕〕〕

出典：平成28年社会生活基本調査（総務省） 出典：平成29年就業構造基本調査（総務省）
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〔〔〔〔「男性は外で働き、女性は家庭を中心に家事・育児をした方がよい」という考え方に対する意識「男性は外で働き、女性は家庭を中心に家事・育児をした方がよい」という考え方に対する意識「男性は外で働き、女性は家庭を中心に家事・育児をした方がよい」という考え方に対する意識「男性は外で働き、女性は家庭を中心に家事・育児をした方がよい」という考え方に対する意識〕〕〕〕〔女性の社会参画に関する県民の人権意識〕（平成２８年度 男女共同参画社会に関する世論調査（内閣府）より）



６ 新たな人権問題の顕在化
（１）（１）（１）（１）【【【【ひきこもり状態ひきこもり状態ひきこもり状態ひきこもり状態にあるにあるにあるにある人人人人】】】】

20202020

ひきこもりの状態にある人に関する状況ひきこもりの状態にある人に関する状況ひきこもりの状態にある人に関する状況ひきこもりの状態にある人に関する状況〔〔〔〔奈良県ひきこもり相談窓口の相談状況奈良県ひきこもり相談窓口の相談状況奈良県ひきこもり相談窓口の相談状況奈良県ひきこもり相談窓口の相談状況〕〕〕〕

奈良県青少年・社会活動推進課調べ〔〔〔〔奈良県奈良県奈良県奈良県ひきこもり相談ひきこもり相談ひきこもり相談ひきこもり相談窓口におけるひきこもり窓口におけるひきこもり窓口におけるひきこもり窓口におけるひきこもり当事者の年齢当事者の年齢当事者の年齢当事者の年齢構成構成構成構成〕〕〕〕

〔〔〔〔奈良県奈良県奈良県奈良県ひきこもり相談窓口にひきこもり相談窓口にひきこもり相談窓口にひきこもり相談窓口におけるひきこもりおけるひきこもりおけるひきこもりおけるひきこもり当事者のひきこもり当事者のひきこもり当事者のひきこもり当事者のひきこもり年数年数年数年数〕〕〕〕2015(平成27)年度～2018(平成30)年度新規相談者（奈良県青少年・社会活動推進課調べ）

2015(平成27)年度～2018(平成30)年度新規相談者（奈良県青少年・社会活動推進課調べ）



（２）（２）（２）（２）【【【【性的性的性的性的マイノリティマイノリティマイノリティマイノリティ】】】】
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〔〔〔〔性的マイノリティに対する意識性的マイノリティに対する意識性的マイノリティに対する意識性的マイノリティに対する意識〕〕〕〕

(n=1,219)

性的マイノリティとは性的マイノリティとは性的マイノリティとは性的マイノリティとは性的マイノリティとは同性に恋愛感情を持つ人、同性にも異性にも惹かれる人、自分の性別に違和感がある人などのことをいいます。ＬＧＢＴという言葉で表すこともあります。ＬＧＢＴＬ：レズビアン（Lesbian）：女性同性愛者Ｇ：ゲイ（Gay）：男性同性愛者Ｂ：バイセクシュアル（Bisexual）：両性愛者Ｔ：トランスジェンダー（Transgender）：生まれたときの「体の性別」と自覚する「心の性別」が一致しない人※そのほかにも性のありようは様々あります。

〔〔〔〔家主が、つぎのような人にマンションを貸さないことに対する意識家主が、つぎのような人にマンションを貸さないことに対する意識家主が、つぎのような人にマンションを貸さないことに対する意識家主が、つぎのような人にマンションを貸さないことに対する意識〕〕〕〕

〔性的マイノリティに関する県民の人権意識〕（人権に関する県民意識調査より（平成３０（２０１８）年１月実施））



（３）（３）（３）（３）【【【【ハラスメントハラスメントハラスメントハラスメント】】】】
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ハラスメントに関する状況ハラスメントに関する状況ハラスメントに関する状況ハラスメントに関する状況〔〔〔〔ハラスメント関連の相談件数の推移（奈良県）ハラスメント関連の相談件数の推移（奈良県）ハラスメント関連の相談件数の推移（奈良県）ハラスメント関連の相談件数の推移（奈良県）〕〕〕〕

出典：個別労働紛争解決制度施行状況（厚生労働省）〔〔〔〔ハラスメント関連の相談件数の推移（全国）ハラスメント関連の相談件数の推移（全国）ハラスメント関連の相談件数の推移（全国）ハラスメント関連の相談件数の推移（全国）〕〕〕〕

出典：個別労働紛争解決制度施行状況（厚生労働省）〔〔〔〔精神障害の労災補償状況の推移（全国）精神障害の労災補償状況の推移（全国）精神障害の労災補償状況の推移（全国）精神障害の労災補償状況の推移（全国）〕〕〕〕

出典：過労死等の労災補償状況（厚生労働省）



（４）（４）（４）（４）【【【【災害時における災害時における災害時における災害時における人権人権人権人権】】】】
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避難所生活の長期化に関する状況避難所生活の長期化に関する状況避難所生活の長期化に関する状況避難所生活の長期化に関する状況〔〔〔〔避難所数避難所数避難所数避難所数の推移についての推移についての推移についての推移について〕〕〕〕

出典：警察庁発表資料（箇所）
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人権教育及び人権啓発の推進に関する法律人権教育及び人権啓発の推進に関する法律人権教育及び人権啓発の推進に関する法律人権教育及び人権啓発の推進に関する法律    (平成１２年１２月６日)(法律第１４７号)（目的） 第１条 この法律は、人権の尊重の緊要性に関する認識の高まり、社会的身分、門地、人種、信条又は性別による不当な差別の発生等の人権侵害の現状その他人権の擁護に関する内外の情勢にかんがみ、人権教育及び人権啓発に関する施策の推進について、国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、必要な措置を定め、もって人権の擁護に資することを目的とする。（定義） 第２条 この法律において、人権教育とは、人権尊重の精神の涵かん養を目的とする教育活動をいい、人権啓発とは、国民の間に人権尊重の理念を普及させ、及びそれに対する国民の理解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動(人権教育を除く。)をいう。 （基本理念） 第３条 国及び地方公共団体が行う人権教育及び人権啓発は、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場を通じて、国民が、その発達段階に応じ、人権尊重の理念に対する理解を深め、これを体得することができるよう、多様な機会の提供、効果的な手法の採用、国民の自主性の尊重及び実施機関の中立性の確保を旨として行われなければならない。 （国の責務） 第４条 国は、前条に定める人権教育及び人権啓発の基本理念(以下「基本理念」という。)にのっとり、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 （地方公共団体の責務） 第５条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、その地域の実情を踏まえ、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 （国民の責務） 第６条 国民は、人権尊重の精神の涵養に努めるとともに、人権が尊重される社会の実現に寄与するよう努めなければならない。 （基本計画の策定） 第７条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、人権教育及び人権啓発に関する基本的な計画を策定しなければならない。 （年次報告） 第８条 政府は、毎年、国会に、政府が講じた人権教育及び人権啓発に関する施策についての報告を提出しなければならない。 （財政上の措置） 第９条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策を実施する地方公共団体に対し、当該施策に係る事業の委託その他の方法により、財政上の措置を講ずることができる。 附 則 （施行期日） 第１条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第８条の規定は、この法律の施行の日の属する年度の翌年度以後に講じる人権教育及び人権啓発に関する施策について適用する。 （見直し） 第２条 この法律は、この法律の施行の日から３年以内に、人権擁護施策推進法(平成８年法律第１２０号)第３条第２項に基づく人権が侵害された場合における被害者の救済に関する施策の充実に関する基本的事項についての人権擁護推進審議会の調査審議の結果をも踏まえ、見直しを行うものとする。 
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奈良県あらゆる差別の撤廃及び人権の尊重に関する条例奈良県あらゆる差別の撤廃及び人権の尊重に関する条例奈良県あらゆる差別の撤廃及び人権の尊重に関する条例奈良県あらゆる差別の撤廃及び人権の尊重に関する条例    
                                                （平成９年３月２７日）（奈良県条例第２４号）基本的人権が尊重される、差別のない、自由で平等な社会の実現は、人類すべての悲願である。すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等である。 しかしながら、我が国において、部落差別をはじめとして、女性、障害者、その他の社会的弱者への差別が依然として存在しており、また、国際化、情報化及び高齢化の進展に伴い、人権に関する様々な課題もみられるようになっている。 我々は、新しい世紀の到来を前に、あらためて人間の尊厳を自覚し、差別を撤廃することが自由で平等な地域社会建設の基礎であることを認識し、人権意識の高揚と差別意識の解消のため、たゆまぬ努力を行うことが必要である。 我々は、あらゆる差別が撤廃され、人権が尊重される自由で平等な奈良県の実現を誓い、ここにこの条例を制定する。  （目的） 第１条 この条例は、人権の尊重について県及び県民の責務を明らかにし、同和問題その他の人権に関する問題の解消を図り、もって人権が等しく尊重される社会の実現に寄与することを目的とする。  （県の責務） 第２条 県は、前条の目的を達成するため、国及び市町村と協力しつつ、人権尊重に関する県民相互の理解を深めるため、行政のあらゆる分野において教育及び啓発に係る施策の実施に努めるものとする。  （県民の責務） 第３条 県民は、自ら人権意識の高揚を図り、相互に人権を尊重するとともに、県が実施する前条の施策に協力し、積極的に自己啓発に努めるものとする。  附 則 この条例は、公布の日から施行する。 
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奈良県部落差別の解消の推進に関する条例奈良県部落差別の解消の推進に関する条例奈良県部落差別の解消の推進に関する条例奈良県部落差別の解消の推進に関する条例                                                    （平成３１年３月２２日）（奈良県条例第４０号）（目的） 第１条 この条例は、現在もなお部落差別が存在するとともに、情報化の進展に伴って部落差別に関する状況の変化が生じていることを踏まえ、全ての国民に基本的人権の享有を保障する日本国憲法及び部落差別の解消の推進に関する法律（平成２８年法律第１０９号）の理念にのっとり、部落差別は許されないものであるとの認識の下にこれを解消することが重要な課題であることに鑑み、部落差別の解消に関し、基本理念を定め、県の責務を明らかにし、及び施策を推進するための基本的な計画の策定等について定めることにより、部落差別の解消を推進し、もって部落差別のない社会を実現することを目的とする。 （基本理念） 第２条 部落差別の解消に関する施策は、全ての県民が等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、部落差別を解消する必要性に対する県民一人一人の理解を深めるよう努めることにより、全ての人を包摂し、及び人に優しい社会の実現を基本理念として、行わなければならない。 （県の責務） 第３条 県は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関し、国及び市町村との適切な役割分担を踏まえて、国及び市町村と連携を図りつつ、部落差別の解消に関する施策を講ずる責務を有する。 （基本計画） 第４条 知事は、部落差別の解消に関する施策を推進するための基本的な計画（以下「基本計画」という。）を策定するものとする。 ２ 前項に基づく基本計画は、次に掲げる事項について定める。  一 部落差別の解消に関する施策についての基本的な方針  二 部落差別の解消に関し、県が計画的に講ずべき施策 ３ 知事は、基本計画を定めようとするときは、あらかじめ、奈良県人権施策協議会の意見を聴かなければならない。 ４ 知事は、基本計画を定めたときは、これを公表しなければならない。 ５ 前二項の規定は、基本計画の変更について準用する。 （調査の実施） 第５条 県は、部落差別の解消に関する施策の実施及び前条の基本計画策定のため、必要に応じて、部落差別の実態に係る調査を行うものとする。 ２ 県は、前項の調査を実施するに当たっては、当該調査により新たな差別が生じないよう留意しなければならない。 （相談体制の充実） 第６条 県は、部落差別に関する相談に的確に応ずるための体制の充実を図るものとする。 （教育及び啓発） 第７条 県は、部落差別を解消するため、必要な教育及び啓発を行うものとする。 （推進体制の充実） 第８条 県は、国及び市町村と連携し、部落差別の解消に関する施策を推進する体制の充実に努めるものとする。 （委任） 第９条 この条例の施行に関して必要な事項は、知事が別に定める。    附 則  この条例は、公布の日から施行する。 
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奈良県人権施策協議会規則奈良県人権施策協議会規則奈良県人権施策協議会規則奈良県人権施策協議会規則         （趣旨） 第１条 この規則は、奈良県附属機関に関する条例（昭和２８年３月奈良県条例第４号）第２条の規定に基づき、奈良県人権施策協議会（以下「協議会」という。）の組織及び運営に関して必要な事項を定めるものとする。 （所掌事務）                               第２条 協議会は、人権施策についての重要事項を調査審議し、必要と認める事項を知事に建議する。                                     （組織）                                   第４条 協議会は、委員１２人以内で組織する。                            ２ 協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によってこれらを定める。 ３ 委員は、学識経験者及び関係行政機関の職員のうちから知事が委嘱する。 （任期）                                   第４条 委員の任期は２年とし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げない。                               （職務）                                   第５条 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。                               ２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 （会議）                                   第６条 協議会は、会長が招集する。           ２ 協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。            （部会）                                    第７条 協議会は、必要に応じて部会を置く。 ２ 部会所属の委員は、会長が指名する。 ３ 部会に部会長を置き、会長が指名する委員をもって充てる。 ４ 会長は、第２項の委員のほか、必要に応じて学識経験を有する者を部会の委員に加える。 ５ 部会長は、部務を掌理し、部会の審議の経過及び結果を協議会に報告する。 （委員以外の者の出席） 第８条 会長又は部会長は、必要があると認めるときは、協議会委員又は部会委員以外の者に対し、協議会又は部会に出席を求め、意見又は説明を聴くことができる。  （庶務）                                    第９条 協議会の庶務は、くらし創造部人権施策課において行う。                   （その他）                                  第１０条 この規則に定めるもののほか、協議会の運営について必要な事項は、会長が定める。     附 則 （施行期日） １ この規則は、平成１４年４月１日から施行する。 （奈良県同和対策協議会の廃止） ２ 奈良県同和対策協議会規則（昭和２８年６月奈良県規則第３９号）は、廃止する。 （経過措置） ３ 第６条第１項の規定にかかわらず、この規則の施行の日以後において、最初に開かれる会議は、知事が招集する。    附 則（平成２０年規則第６５号）抄 （附則期日） １ この規則は、平成２０年４月１日から施行する。       附 則（平成２０年規則第４号）  この規則は、公布の日から施行する。 
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奈 良 県 人 権 施 策 協 議 会 委奈 良 県 人 権 施 策 協 議 会 委奈 良 県 人 権 施 策 協 議 会 委奈 良 県 人 権 施 策 協 議 会 委 員員員員（敬 称 略）（五十音順）  氏 名 役 職 分 野 備 考 あ く ざ わ阿久澤 ま り こ麻理子 大阪市立大学教授 
人 権 教 育 

（教育社会学） 
学識経験者 

阿あ  古こ  かず和 ひこ彦  葛 城 市 長 
 地 方 行 政 

市長会代表 おか岡 した下 もり守 まさ正  大 淀 町 長 町村会代表 さ さ き佐々木 いく育 子こ   弁 護 士 女性、高齢者 学識経験者 しぶ渋 谷や  真ま  樹き   奈良教育大学教授 
外 国 人 

（異文化間教育） 
学識経験者 

須す  どう藤 こう幸 治じ    奈良県人権擁護委員連合会顧問 人権相談・支援 学識経験者 

千ち  はら原 まさ雅 代よ   天理大学教授 子 ど も 学識経験者 てら寺 さわ澤 りよう亮  いち一 
(一財）奈良人権部落解放研究所理事長 
  前人権擁護推進審議会委員 

同 和 教 育 

同 和 問 題 
学識経験者 

野の  ぐち口 みち道 ひこ彦  大阪市立大学名誉教授 
人 権 教 育 

（共生社会論） 
学識経験者 まつ松 おか岡 えつ悦 子こ   奈良女子大学教授 女   性 学識経験者 まつ松 田だ  た え こ多惠子 （社福）奈良「いのちの電話協会」 人 権 相 談 学識経験者 むら村 かみ上 よし良 雄お  （社福）わたぼうしの会副理事長 障 害 者 学識経験者 

                                  


